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１．はじめに
　日本が外国人居住者に対して色々な意味でオープンな国ではないことは、
様々な点から言及されている。だが、現実にいわゆる観光客や短期の留学生な
どではなく、外国人労働者や難民認定の申請者等、定住・半定住の形で、ある
いはそれを希望しつつ日本に居住している外国人の数が増加していることもま
たよく知られている。2013年６月公表の政府の公式統計によれば931,416人に
のぼる在留外国人がいるとされており、都市別の表を見れば、地域もさまざま
であることがわかる。公式の数字として把握されていない実態はさらにこれら
の数値を上回るかもしれない。上位100自治体には大都市圏がもちろん含まれ、
新宿区のように、10％が在留外国人という場所もある（表１）。また、人口50
万～10万人台の都市で１％ほどの人口がこのような在留外国人である自治体も
散見される。１％の数字は大きな影響力を持つように感じられないかもしれな
いが、地方都市の場合、在留外国人の居住する地域は集中することが多い。そ
の場所の住民にとっては、パーセンテージの数値以上に現実として多国籍・多
言語をかかえるエリアとして実感されていることになる。
表１　総務省統計局　2013年6月時点　より
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001116310
第７表　(別表)　在留外国人総数上位１００自治体
市区町村 在留外国人総数
1 新宿区 34,142
2 大阪市生野区 28,663
3 江戸川区 23,751
4 足立区 22,979
5 川口市 22,287
6 江東区 21,228
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??????（??????????センタ???）, 13, 41-69.
7 豊島区 19,481
8 港区 19,207
9 大田区 18,711
10 東大阪市 16,947
11 板橋区 16,731
12 荒川区 15,502
13 世田谷区 15,350
14 横浜市中区 15,179
15 北区 14,554
16 豊橋市 14,427
17 豊田市 14,119
18 葛飾区 13,972
19 練馬区 13,072
20 台東区 12,917
中略　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
40 四日市市 7,936
41 京都市伏見区 7,854
42 名古屋市中区 7,814
43 大阪市平野区 7,650
44 太田市 7,591
45 横浜市南区 7,529
46 津市 7,521
47 小牧市 7,355
48 大阪市中央区 7,336
49 鈴鹿市 7,320
中略　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
95 一宮市 4,796
96 草加市 4,774
97 名古屋市南区 4,726
98 名古屋市千種区 4,721
99 富士市 4,696
100 横須賀市 4,638
　しかし、そのようなエリアがあることは、もちろんそのままそのエリアで多
文化・多言語の共同体が成立していることを意味しているわけではない。むし
ろモザイクのように、あるいは水面上の油のように、混じり合わないままそれ
ぞれの部分を占めている状況の方が多い。そしてまた、そのような状況に対し
ての問題意識が持ち上がり、新しい形・内実での共同体構築の動きがあること
もまた事実である。増加し続ける外国籍市民に対して、彼らが持つ異なる文化
に接し、対峙し、時に衝突や融合を繰り返し、そのエリアで共同体を再構成す
る試みは各地で進みつつある。本稿ではそのような動きに見られる「多文化・
多言語共生」に対する受容意識の形成や変容を言語景観の側面から一考する。
　日本の主流言語は日本語である｡ １　では、そのような状況のもとでは日本
語を母語としない定住者・半定住者は、それぞれの居住地域でどのようにその
コミュニティの中で言語生活を送ることになるか。そしてそれを受け入れる側
としては異なる言語を使用する文化に対して、主流言語である日本語と彼らの
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母語との言語生活上の差異に対して、どのように対峙することになるか。そこ
に付随する種々の問題については、異文化共生というテーマのフィールドでも
多く取り扱われているが、本稿では、その中でPublicBody（公共機構体）が
発信している、広い意味での言語景観（LinguisticLandscape）というテーマ
を取り上げつつ、日本語を母語としない居住者に対してどのように言語が提示
され、それは共同体の再構築に向かう変容とどのように連動しつつあるかとい
う側面から考察する。
　言語景観という概念はLandryandBourhis（1997）において、当該言語の話
者がコミュニティの中でどの程度活性的（vital）であるかを示すひとつの指標
として提唱され、Gorter（2006）等によって本格的に精緻化されたものである
が、基本的には空間の中の言語表記に関わる研究である。しかし、本稿ではも
う少し対象部分を広げ、Carrol（2011）、Gottlieb（2011）で取り扱われている
ような仮想空間（CyberSpace）上での言語の提示を含めた総合的な、空間に
おける言語（LanguageinSpace）の検証を行う。
２．地方自治体のケース―――小牧市―――
２．１　小牧市に於ける外国籍居住者の概観と小牧市の姿勢
　小牧市は2006年統計では在留外国人数上位100位以内自治体に入っていない
が、その後年ごとにその数が上昇し、2013年６月時点で47位となっている（表
１）。10年単位での居住外国人の割合伸び率は目覚ましいものがある。（図１）
図1　小牧市公式サイト　「多文化共生とは」より
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　小牧市の在留外国人の多さは、小牧市の北西部に多くの工場を抱えることと
関連する。図１からはポルトガル語、中国語、スペイン語、英語、タガログ語、
韓国語の話者が言語コミュニティを形成しているであろうという推測ができる。
小牧市総人口約15万人対して在留外国人数が約７千数百人（2012年）であるこ
とを考えれば数の上では圧倒的日本語優位の状況である｡ ２しかし、上述のよ
うに、在留外国人はある特定地域に集まって住む傾向が見られ、特定の地域内
での多言語・多文化状況は目に見える形でその存在を主張している。当然そこ
には言語と文化の多様性からくるプラス面とマイナス面が存在する。多文化・
多言語状況に対する小牧市の基本姿勢は次のような文言に提示されている。
　『外国籍の市民の中には、日本で生まれて一度も国籍の国へ行ったこと
がない方もいます。
　また小牧市には、外国籍の方のみではなく、帰化して日本国籍を取得し
た方、外国で生まれた日本国籍の方、国際結婚した夫婦の子どもなど、外
国籍の市民と同じようなさまざまなルーツを持つ方がいます。
　外国にルーツを持つ方は、言葉の違いや生活習慣の違いなどから、日本
で暮らしていく上で課題を抱えています。「日本人」としても、彼らとの
接し方が分らず近隣住民同士としての交流ができなかったり、時にはトラ
ブルが発生したりしています。
　「多文化共生のまちづくり」に向けて、こうした文化的な「ちがい」を
乗り越えるために、お互いに一歩踏み出すことが必要です。』
　　　　　　　　　　　　　小牧市公式サイト　「多文化共生とは」より
　この宣言には、異質なものを受容し、多文化の共生する共同体を構築しよう
という方向性が明示されている。そこで、本稿では、以降、地域を外国人を含
めた共同体として再構築していこうという意思が、彼らを受容するため、ある
いは彼らへ発信するための言語表記という観点からはどのように表れているか
を検証していく。
２．２　ごみ分別の案内をめぐる多言語提示状況
　共同体成員の母語が多岐にわたる場合にまず受容の第一歩として考えられる
のは、多言語による表記や情報共有である。
　この点から小牧市の言語政策を見てみよう。例えば身近な例としてはごみ袋
に以下のような表示がある（資料１）。ポルトガル語、スペイン語、英語、中
国語の順で「燃やすごみ袋」に相当する表記が認められる。しかし、一見して
わかるように情報量には差がある。ある意味日本語優位であることには変わり
ない。（１）は、丹羽（2014）に挙げた、二言語を表記する場合の情報の扱い
についての指標となる項目である。それに照らし合わせて、項目ごとに各言語
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の提示状況を観察してみよう。
（１）a.当該両言語表記そのものの配置場所
b.両言語の相対的空間配置
c.両言語文字の相対的大きさ
d.両言語の伝える情報量の差異の有無
e.両言語の伝える情報内容の種類
f.両言語の伝達対象
g.両言語併記の主体
（丹羽,2014）
資料１　小牧市可燃物用ごみ袋
　まず（１a）は「どこに多言語表記があるか」という問題である。市民生活
を送る上では必ず使うことになるごみ袋ということで、これは全市民に対して
供されているものである。（１b）相対的空間配置を見れば、「燃やすごみ用」
という日本語が最上段にあり、以下同じことを意味するポルトガル語、スペイ
ン語、英語、中国語と「順序」があることがわかる。（１c）の言語文字の相対
的大きさで言えば、日本語が圧倒的に大きい。それ以外の４言語は同じである。
（１d）情報量の差異の有無については、提示されている情報は「燃やすごみ
用の袋」であるという部分だけが日本語以外の言語に示されているに過ぎない。
（１e）両言語の伝える情報内容の種類は生活に極めて密着したものである。な
おかつ、緊急度は高いとは言えないが、生活の基本的部分として了解した上で
市民生活を送るのに不可欠なものとはいえる。（１f）言語の伝達対象は、日本
語・スペイン語・ポルトガル語・英語・中国語の話者である。そして言語併記
の主体は、ごみの分別指定をしている小牧市という自治体である。
　このことから、生活に極めて密着した恒常的なレベルにおいて、自治体の言
語政策として日本語以外にもポルトガル語、スペイン語、英語、中国語の話者
に対して情報提供がなされているが、等価性という点から言えば、日本語が圧
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倒的に上位であり優位であり、情報量も多いということと、４言語に一種の順
序づけがなされていることが見て取れるであろう。
　以上は一例として多言語表記の様相と、そこにおける日本語の優位性や情報
の非等価性という側面に焦点をあてたが、もちろんこの例だけが小牧市の姿勢・
政策を体現しているわけではない。だが、ある意味象徴的ではある。その意味
合いは後述するとして、もう少し多言語表記の様相を検証してみよう。
　まず、ごみをめぐる言語提示の施策を他の点から観察する。上記のようにご
み袋そのものには情報の非等価性が見られるが、同様のことが他の情報提供で
も観察される。小牧市の全戸に配布される「資源･ごみの分け方と出し方」、「資
源･ごみ収集カレンダー」、「資源･ごみの分け方と出し方」については、ポルト
ガル語、スペイン語、英語、中国語、タガログ語の各国語版が作成されている。
また小牧市の公式WebサイトにはそのPDF版が記載されている（資料２）。
資料２　小牧市Webサイト上　「資源・ごみの分け方と出し方」パンフレットのページ
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　以下が各戸に配布されるパンフレットの各国語版である。日本語版・ポルト
ガル語版・タガログ語版のみここには記載する（資料３、４、５）。
資料３　ごみの分別日本語版パンフレット
－47－
資料４　ごみの分別ポルトガル語版パンフレット
－48－
　ただし、日本語版には資料２から見て取れるように以下のような詳細情報が
揃っているのに対して、各国語版には詳細情報まで用意されてはいない。つま
りここでも情報の等価性までは保障されていない｡ ３

（２）・ごみ収集日メモ、表紙、一覧表（PDF1.5MB）
・プラスチック製容器包装、空きびん、空き缶、金属類、ペットボトル（PDF
2.9MB）
・古紙、古布、蛍光管類、廃食用油（てんぷら油）（PDF1.5MB）
・燃やすごみ、燃やさないごみ、粗大ごみ、資源、ごみの持ち込み（PDF
1.5MB）
・一時多量ごみ、事業系ごみ、適正処理困難物、家電リサイクル法定品、
資料５　ごみの分別タガログ語版パンフレット
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パソコンリサイクル、二輪車リサイクル、消火器リサイクル、携帯電話
リサイクル、在宅医療廃棄物（PDF2.6MB）
・資源・ごみ収集日程表（PDF819.0KB）
・資源・ごみの分別早見表（PDF6.2MB）
　そして、興味深いのは、資料６に示すように、小牧市のトップページからは
直に英語・ポルトガル語・スペイン語・中国語等のページに飛べるようになっ
ていることと、その先のリンクのごみ分別に対する言語提供状況である（資料
７、８）｡ ４
資料６　小牧市公式ウェブサイトトップページ
資料７　資料６最上部右部分の拡大５
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資料８　資料７からリンクされたポルトガル語のトップページ
　このポルトガル語のページの「ゴミの出し方」のリンク先には（２）に挙げ
た日本語による詳細な情報の一部分がまとめられた形でひとつに記載されてい
る。それが資料９である。
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　このように、日本語では詳細に記述されている情報が、すべて等価で提供は
されず、エッセンスにあたる部分のみをまとめた表記として提示されている。
　また現実のごみ集積所の表示でも、必ずしも等価性は保障されてはいないが、
多言語表示のよる補足情報は確かに存在する。
資料９　資料８からのリンク　ごみの出し方
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資料10　ごみ集積所の案内掲示
　資料10は日程の案内看板であるが、この全体案内には日本語表記しか提示さ
れていない。
　しかし、その奥の市の掲示版にある日程表には、資料11のように、一部のみ
多言語の案内がある。2014年度用に作成されたこのカレンダーには、日本語の
分別案内のそれぞれの部分のみの下にポルトガル語・英語・中国語の３か国語
のみの表示があり、カレンダー本体は各国言語での表記はない｡ ６背景色と
文字色の組み合わせで例えば白地に青の文字で書かれているのが「可燃」であ
るというパターン認識ができれば、どの日が何の収集日かは理解できることか
ら、情報量としては不足のないものになっている。しかし、この読み替えをし
なければならないという手間の分だけ、日本語話者への情報提供と等価になっ
ているとは言えないであろう。
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資料11　ごみ収集カレンダー
資料1２　ごみ収集カレンダー右上部分拡大
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２．３．多言語提示における読み手への意識
　さきほどのポルトガル語版の資料９を糸口として、さらに言語表記が示す言
語政策上の意識を検討してみよう（資料13）。興味深いのは、実は小牧市の多
言語ページへのリンクから入っていく「ゴミの分別・収集に関して」のページ
では、ポルトガル語版のみが日本語との二言語併記になっている点である。英
語版、スペイン語版、タガログ語版、中国語版では、それぞれの言語でのみの
表記となっており、前述のように日本語で提供されている各種情報が縮約され
資料13　　資料9再掲
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た形で提供されており、この４か国語版はまったく並行的に書かれている。ポ
ルトガル語版のみが資料９のように、日本語と併記される書き方になっている
のである。図１から読み取れるのは、小牧市の外国籍市民は圧倒的にブラジル
籍が多いということであり、ポルトガル語の話者は他の言語の話者より多いこ
とが想定される。この日本語の読み手として誰を想定して書かれているかがか
いま見える例である。
　このことに関連してもうひとつの注目点は、資料14・15で示すように、小牧
市サイトの「やさしいにほんご」というページの存在であり、ふりがな使用表
記を伴った日本語での発信を併記しているということである。
資料14　資料７再掲
資料15　やさしいにほんご トップページ
　日本に居住する外国人に対して、それぞれの母語による情報提供をすること
で共同体への受け入れを表現し推進するのがひとつの方向性であるならば、や
さしいにほんごとふりがなの併記という言語表現には、その立ち位置からさら
に一歩進み、平易な日本語ならば理解できる、あるいはふりがながあれば日本
語を理解できるという程度に日本語を習得した（しようとしている）居住者、
すなわち日本語と日本文化へ歩み寄ろうとする居住者への支援的指向性が窺え
るといえよう。
　もっとも、この「やさしいにほんご」トップページの下部に配置されている
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「じちかいのしおり」については、タイトルはひらがなだが、内容のパンフレッ
トは通常レベルの日本語でしか表現されておらず、ふりがなも付記されていな
い。決してフォーマル度の高い日本語ではないとはいうものの「やさしいにほ
んご」のレベルについては議論の余地を残すであろう。
資料16　じちかいのしおり
　それに対して「しゅうがくがいど」は、タイトルがひらがな、内容もすべて
にひらがながふってある。「就学」「学用品」等がそのままで理解可能かどうか
は議論の余地はあるかもしれないが、全体的には易しい日本語となっている｡ ７
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資料17　しゅうがくがいど
　このように「やさしいにほんご」のページから得られる情報の形式と質から
は、十分に統一された方向性を持った支援姿勢があるとは言えないであろう。
しかし居住外国人との地域での共生をめざすにあたって、双方の言語をコミュ
ニケーション手段として使おうという姿勢は、意識の変容を示すものである。
日本語以外の言語による情報提供便宜を図るとともに、日本語と日本の文化へ
の適応に向けて、日本語以外の話者からも踏み出してもらおうという努力とし
ての一歩だと考えられる。異なる言語話者に対して、日本語の理解を一方的に
求めるのではなく、相手の言語によるフルサービスを目指すのでもなく、歩み
寄り擦り合わせをしながら対等な生活共同体としての市民生活を行おうという
ことであろう。
　この姿勢を宣言しているのが、2011年３月に策定宣言されている小牧市多文
化共生推進プランである（資料18）。
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資料18　小牧市多文化共生推進プランパンフレット
　共同体の中で対等な市民生活を送るという事の中には、公共の義務を果たし、
公共のサービスを同等に享受することが含まれる。母語によるサービスを受け
る権利の問題にまでは本稿では立ち入らないが、小牧市がこれを意識してさま
ざまな言語提示・情報提供の政策を取っていることは間違いないであろう。そ
の観点から特筆すべきことは、このパンフレットも、また資料19に示す小牧市
多文化共生協議会の会議議事録にも、すべて日本語に「ふりがな」が併記され
ていることである。現実の読者として誰を想定しているかを考えて作成されて
いるということであれば、「時にふりがなの助けを借りながら日本語を読む、
小牧市の市制に関心のある読者」ということであろう。それだけいわば、外国
語話者でありなおかつ小牧市民として成熟した住み手＝読み手を想定したとい
うことになる。なおかつ、多文化共生を目指すひとつの象徴として、日本語話
者の読み手を意識して政策姿勢を提示したという面はあるかもしれない。小牧
市における議事録のすべてにふりがながついているわけではないことから、そ
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ういう意味では全面的に日本語母語話者以外に対して支援をしているというこ
とにはならず、道半ばといえるかもしれない。
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資料19　平成24年度第3回多文化共生協議会会議録
　また同じ状況は小牧市役所の表記にも表現されている。小牧市の市庁舎は
2010年度の多文化共生推進プラン策定以降設計され竣工されたものであり、多
国籍の市民に対する共生推進の指向が反映されたものとなっている。それは象徴
的に庁舎内の案内掲示等に顕現している。まず、資料20に示すように、市役所全
体の案内掲示の重要な情報部分には、最上段にふりがなが併記されている｡ ８　
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その下部に大きなフォントの漢字表記が配置され、最下段に日本語のローマ字
表記が置かれている。そしてこれは、資料21のような、建物内の各案内版のほ
とんどすべてに統一的に用いられた表記方法となっている｡ ９ふりがなの付
記自体が、漢字を読めるまでには至らないが日本語で情報を得ようとする非日
本語母語話者への援助である。しかし、さらにローマ字アルファベットによる
「日本語音の表記」があるのは、生活者としては圧倒的に日本語の「音」に晒
されるという認識の上に提示されていることを示す。またポルトガル語・スペ
イン語・英語の話者にとってはローマ字アルファベットの音声化が可能である
読み手を意識した想定になっているということであり、これもまた現実状況の
反映であるといえる｡ 10
資料20　小牧市市庁舎案内版
資料21　小牧市市庁舎内掲示版
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３．他の自治体の提供の仕方との差異から
　最後に、簡単に、他の自治体との比較点を検討してみよう。早くからとりわ
けブラジル国籍の居住者の多い地区として知られている浜松市の例を引く。浜
松市の公式サイトにも資料22に示すように多言語による情報提供ポータルの中
にやさしい日本語のページがある。
資料22　　浜松市　多言語情報ポータルサイトのページ
　特筆すべきは、資料23に示すように、やさしい日本語のページの記述すべて
にふりがなを振るという専用ボタンがあるということであろう。漢字の習熟度
が低い読み手に対する支援としてふりがなを併記するという発想は小牧市も
持っていたが、全ページにわたって利用可能であることが小牧市の施策との大
きな差異である。浜松市における言語支援需要やそれに応答する姿勢を示すも
のであろう。
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資料23　　浜松市多言語ポータルサイトからのリンク、「やさしい日本語」ページ
　そしてさらに注目すべき点はこのふりがな付与が選択的に提示されていると
いう点である。資料23の丸部分に示された部分の「ふりがなを振る」というボ
タンをクリックして初めて、資料24のようなふりがな併記提示が表れるのであ
る。
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資料24　浜松市多言語ポータルサイトからのリンク「やさしい日本語」ページふりがな併記版
　情報の等価性を担保する試みについてもうひとつ触れておこう。浜松市と小
牧市はそれぞれ公式サイトトップページと多言語ポータルサイトに、以上概観
したような独自の多言語提示政策とは別に、機械翻訳サイトとのリンクを置い
ている。資料25と資料26がそれぞれのリンクである。
－65－
資料25　　小牧市トップページ　サイト全体の機械翻訳のためのリンク
資料26　浜松市多言語ポータルサイトにある、サイト全体の機械翻訳リンク
　つまり、外国語で編集されたものではなく、日本語のページがそのまま翻訳
されて表示されたページを閲覧できるようになっている。機械翻訳には限界が
あり、誤訳や文脈情報に依拠しているがゆえに理解不可能な訳文になっている
部分はあるものの、日本語のページをそのままの形式・量・質で言語のみ変換
して提供しようという試みになっている。ここからは両市とも総合的な等価性
も重視していることが窺える。
　このように全体をまるごと日本語と等価情報として発信しようという姿勢
は、例えば同じような外国籍市民を多く抱え、似たような条件にあり、外国語
での併記を行っている近隣市である豊橋市や豊田市にはみられない発想となっ
ている。「やさしいにほんご」の設定も、今のところは豊橋市や豊田市の公式
サイト上には見られない｡ 1112 言語提示による共生推進という意味合いで、
Webサイト上に限って言えば、小牧市や浜松市の多言語化が一歩先んじてい
ると言えよう。
４．まとめと展望
　以上、小牧市を中心事例として外国籍市民とともに共同体を再構築しようと
している地方自治体の取り組みを、言語景観・言語の提示という側面から概観
してきた。生活に直結する情報から優先で多言語化されているのは、現実に共
同体として動かざるを得ないコミュニティからの必要に迫られてのものであ
り、極めて実用的指向性を持つ。しかし実用的であることは保障されていても、
その情報は等価とは言えない。すなわち理念として対等な多文化多言語共生の
共同体を目指すには不足しているものが多々ある。共生への取り組みとしては、
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外国語での情報提供という方向性だけではなく、「やさしいにほんご」による
ユニバーサル化やふりがな・ローマ字アルファベット併記など一歩進めた工夫
が行われているが、まだ試行錯誤中であると言ってよいであろう。そしてこの
先も外国籍市民の居住状況が変化するにつれて、実情に合わせてその取組は再
構築を繰り返していくであろう。その変容のひとつの指標になるのが、言語景
観であるといえよう。
　多言語提示、併記等によって浮かびあがるのは、誰のためにこれらの多言語
による提示を行うのか、読み手として誰を意識しているのか、という自治体の
姿勢であり、またそのような姿勢を持つに至るコミュニティの現実の変容であ
る。更に言えば、これらの言語景観の変容を定点観測していくことには、コミュ
ニティの意識変容を分析する手がかりになり、逆に共生推進のために、どのよ
うな言語景観や言語提示を行うことで共同体の再構築意識を涵養していけるの
かということを読み解くことにもつながる。もちろん、ここで取り上げた事例
はひとつの都市の限定された範囲の公共的な提示に過ぎず、またここに取り上
げた公共機構体の政策的な意識や姿勢と、公共機構体以外の商業姿勢とではま
た大きく異なる部分がある。しかし、共生を目指すための方法論のひとつとし
ても、これらの視点による網羅的・発展的研究の寄与できることは決して小さ
くないと思われる。
注
１．ただし日本では裁判所法74条を除いて日本語を公用語として定めたものが
あるわけではない。
２．しかも小牧市サイトにあるように、国籍と母語は必ずしも一致せず、外国
人として認知されていながら、日本語が優位な世代を家庭の中にかかえる家
族もある。
３．また注目しておきたいのは、このページの多言語パンフレットの案内自体
には「その言語での表示がないこと」である。ポルトガル語、とは表記され
ていてもそこにはPortuguêsもしくは「ぽるとがるご」という表記がない。
このページを読むポルトガル語話者ならば、最低でもカタカナ表記を理解で
きると想定しているか、もしくはこの部分そのものが日本語話者に向けての
多言語宣言の意味合いを持つという見方もできよう。
４．小牧市の英語のページには、ごみの分別と就学案内と多文化共生推進プラ
ンのみについて、タガログ語版が併置されている。ここにあるのも英語話者
がフィリピン国籍であり、タガログ語の母語話者である確率が大きいという
判断である。
５．興味深いことに、英語版・ポルトガル語版・スペイン語版・中国語版のポー
タルページを比べると、内容が等価ではなく、ポルトガル語版がやや詳しい。
ポルトガル語の話者に対して、やや手厚い対応になっていると言える。人口
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比と連動していると思われる。いずれにしても、特徴はそれぞれの言語での
表記へのポータルサイトとなっていることであろう。
６．スペイン語の表記が省略されている。理由が定住外国人割合と関係するの
かどうかは要調査である。
７．両者の差はどちらの重要度が高いかと考えられているかという意識に繋が
るものかもしれない。地域のコミュニティに溶け込むという問題以前に、既
に20年近く前から、小学校に就学しない児童についての問題意識が存在して
おり、15年近く前には既に当事者である小学校において、外国籍（特にブラ
ジル国籍）の児童に対する教員による自主的な日本語支援が行われていた。
教育場面での変化がある意味では最初に生活圏が交差した結果とも言える。
８．この配置場所に関しては、日本語のふりがなは上部に置くという慣例の影
響があり、一般的な配置的上位＝優位性と直結するかどうかは議論の余地も
あろう。
９．市民課を訪れる市民は受付で番号チケットを取ることになっており、その
部分だけは紙に印刷されたスペイン語、ポルトガル語、中国語、英語、の案
内がある（資料27）。
資料27　番号チケットの受け取りに関する紙の掲示
10．ちなみに、中国語話者への配慮が省かれたのは、漢字表記そのものがロー
マ字アルファベットによる補助に相当するという判断からではないかと考え
られる。
11．もちろん、この例は豊橋市や豊田市における受容体制が希薄であることに
直結することを意味するわけではなく、両市ともポルトガル語の就学支援体
制、公共掲示体制などによる施策を行っている。ここではあくまでも、公式
サイト上の、言語による提示に限定した場合の比較に過ぎない。
12．本稿では「やさしいにほんご」の定義について詳しく言及していないが、
日本語教育上の段階的措置として設定される平易な日本語という意味ではな
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く、基本的には庵他（2013）等に提示されるような、多文化共生を目指して
展開される外国籍市民のための日本語を意図している。このような日本語は
とりわけ2011年３月11日の東日本大震災を契機に、防災情報伝達のための日
本語のあり方として再検討され、その後もさまざまに議論が重ねられている。
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